令和2年健康寿命（「日常生活動作が自立している期間の平均」）の算定方法について

（R4.10　兵庫県健康増進課作成）

■健康寿命の算定について

令和4年3月公表「健康寿命の算定プログラム(2010_2020)」を使用し、健康な状態を「日常生活動作が自立していること」と規定し、介護保険の要介護度の要介護2～5を不健康（要介護）な状態とし、それ以外を健康（自立）な状態として算定している。

■対象集団の基礎資料
	基礎資料
	内　　　容

	「人口」
	○国勢調査（R2）

※令和２年国勢調査に関する不詳補完結果を使用
（年齢不詳を比例配分したもの）

※R2年の人口を３倍にして利用

※国勢調査人口には県内在住外国人人口を含む

	「死亡数」
	○人口動態統計（R1～R3年の３ヶ年合計）

※日本に住む日本人の死亡数

※年齢不詳を除く

	不健康割合の分母

（人口）
	○国勢調査（R2）
※令和２年国勢調査に関する不詳補完結果を使用

（年齢不詳を比例配分したもの）

※R2年の人口をそのまま利用

	不健康割合の分子
（要介護２～５の認定者数）
	○介護保険事業状況報告月報（暫定版）３月分
※R1～R3年の３ヶ年を平均して利用
※０～39歳は０人とする。

※40-64歳（第２号被保険者）については、「健康寿命の算定プログラム」の規定の割合（2010年の国民生活基礎調査介護票の集計結果を参考）により人数を配分。
※値は端数処理を行い、全て実数として算定した。


■全国の基礎資料　※「健康寿命の算定プログラム」の全国の基礎資料シートを参照
	基礎資料
	内　　　容

	「人口」
	○国勢調査（R2）※日本人人口不詳補完結果

	「死亡数」
	○人口動態統計（R2年）

	生存数　ｌx
	○簡易生命表(R2年)

	定常人口 Ｔx
	


■その他（参考：平成24年９月公表「健康寿命の算定方法の指針より抜粋」
○算定結果の精度について

・　「対象集団の人口規模が小さいと死亡数が少なく、それによって健康寿命の精度が低くなる。対象集団の人口の目安として13万人以上またはそれ以上が望ましい。」（指針p.12）
・　「人口13万人未満では、健康寿命の精度を高めるために、複数年次の死亡数を用いることが勧められる。」（指針p.12）⇒よって、県の算定では、対象年次である平成27年とその前後を合わせた３年間（平成26～28年）の死亡数を利用した。

・　「人口が１.２万人未満の対象集団では、３年間の死亡数を利用しても健康寿命の精度が十分とはいえない。そのような、対象集団において、健康寿命を算定することは適さない」（指針p.12、33）とされているので、活用には注意が必要。
○不健康割合の分子（介護保険の要介護認定者数）について

・　平成22年の健康寿命算定時は、市町へ照会したデータを活用したが、H27年、R2年算定時は介護保険事業状況報告月報（暫定版）を活用している。
・　「複数年次の資料を用いても、同一者の重複に伴う相関の補正が必要となり、またあまり精度の向上にはつながらない」（指針p.12）と記載されているが、平成22年値を算定する際に、研究班代表者橋本修二氏より「著しく人口規模の小さい市町での健康寿命の算定の場合は、年度ごとの認定者数のばらつきがかなり大きいため、複数年度の平均値を使用することが許容可能な１つの方法である」と助言を得ているため、平成27年値、令和2年値の算定も同様に平均値を使用した。
